
 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業労働力の確保の促進に関する基本方針

（平成 22年） 
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林業労働力の確保の促進に関する基本方針

１ 林業における経営及び雇用の動向に関する事項

(1) 森林・林業を取り巻く情勢

我が国においては、森林が国土の約７割を占めており、世界的に持続可能な森林経営について

の関心が高まっている中で、森林・林業の役割に対する国民の期待が高まっている。

国民が森林に期待する働きとしては、地球温暖化防止への貢献をはじめ、山崩れ等の災害の防

止、水資源のかん養等多様なものがある。特に、低炭素社会の実現に向けては、森林による二酸

化炭素吸収機能の発揮が重要であり、間伐等の森林整備・保全の着実な実施が必要となっている。

また、利用可能な国内の森林資源が充実しつつあることから、国産材原木等の安定供給に対す

る木材産業等の期待は高まってきており、林業がこれに的確に応えていくことが急務となってい

る。

こうした中、森林の約４割を占める人工林については、その健全性を維持する上で適当な時期

に適切な施業を実施することが必要である。我が国の人工林の資源状況をみると、現在は、その

多くが未だ間伐等の施業が必要な育成段階にあるが、概ね５０年生以上の高齢級の森林が急増し

つつあり、平成１８年度において人工林面積の３５パーセントを占める高齢級の人工林は、現状

のまま推移した場合、その１０年後には約６割を占めることになると見込まれる。

これら高齢級化しつつある人工林は、引き続き適切な施業を行うことにより資源として本格的

な利用が可能となる時期を迎えるとともに、資源としての利用を考慮しつつ、多様化する森林に

対する国民のニーズを踏まえ、長伐期化及び針広混交林化・広葉樹林化等、多様な森林整備を推

進する上での分岐点にある。

(2) 事業主の現状と課題

平成１７年の農林業センサスによれば、素材生産量の約７割は受託又は立木買いにより行われ

ており、その経営体数は約４千であり、その約７割は年間生産量が２,０００立方メートル未満

の経営体である。また、植付け、下刈り、間伐の森林整備についても、その面積の約７割は受託

により行われているが、年間５０ヘクタール未満の経営体がその大半を占めている。

こうした受託等により素材生産又は森林整備を行う経営体は約６千あり、経営形態別に見ると、

素材生産は会社、個人が主体であるのに対して、植付け、下刈り、間伐は森林組合が主体である

という違いがあるものの、大部分は小規模・零細な経営となっている。

今後の林業の展開のためには、これらの事業主の経営の安定化、とりわけ事業量の安定的確保

が必要であり、そのため、施業の集約化が不可欠となっている。

こうした中、森林所有者への施業提案による施業の集約化や路網と高性能林業機械を組み合わ

せた低コスト作業システムの導入による生産性の向上に取り組んだり、素材生産業者や森林組合

が主体となって原木の供給量を取りまとめ、製材工場や合板工場との協定により原木を直送し流

通の効率化を図っている事例も見られ、今後は、こういった取組を強力に推進していく必要があ

る。

また、我が国の私有林の現状を踏まえると、境界の明確化や作業路網の整備が必要不可欠であ

り、これら業務の関連作業も早急に実施していくことが必要となっている。

(3) 林業労働者の雇用管理の現状と課題

林業労働者の雇用管理の現状をみると、林業の作業の季節性及び事業主の経営基盤の脆弱性か

ら、雇用関係が不明確な場合が多く、また、その雇用は必ずしも安定していない。また、社会・

労働保険等への加入については、雇用が臨時的、間断的であることなどから適用にならない場合

もある。

このため、雇用の安定に取り組むことが必要であり、具体的には、事業主による安定的な事業

量の確保等により通年雇用を確保するとともに、労働者の福利厚生の観点から事業主が積極的に

社会・労働保険への加入促進に取り組むことが重要である。また、林業における労働災害は、減



少傾向にあるものの、林業は厳しい地形的条件の下で重量物を取り扱う作業であることから依然

として他産業に比較して災害発生率は極めて高い状況にあり、路網の整備による作業現場へのア

クセス改善やリスクアセスメントを通じた作業方法等の改善、高性能林業機械の導入促進及び当

該機械を用いた安全な作業の実施、安全作業機械及び器具の開発・改良等による労働災害の減少

に向けた取組が重要である。

さらに、労働者に対して積極的に知識、技能及び技術の習得による職業能力の向上を図る機会

を与えている事業主は少ない状況であり、労働者にとって魅力ある職場とするためには、教育訓

練の充実に取り組むことが重要である。

(4) 林業労働力の動向

我が国の林業労働力については、これまで木材価格の下落等による林業採算性の悪化や森林所

有者の経営意欲の低下に伴い林業生産活動が停滞し、また、森林資源が成熟化する中で、植付け、

下刈り等の造林事業量の減少等を反映し、長期的には減少・高齢化が進行してきた。しかしなが

ら、近年、若年就業者の割合は全産業が減少傾向にあるのに比して林業のそれは増加傾向にあり、

新たな局面を迎えつつある。

特に、新規就業者は「緑の雇用」等の実施により増加傾向にあり、今後の活躍が期待されてい

るが、その大半は、他産業からの転職者等で占められており、就業前に十分な職業能力開発を受

けていない者が多い。また、就業後も事業主による研修の実施が低位な状況であることに加え、

安定的な雇用や所得が十分に確保されていない場合もあり、将来の職業生活に対する不安を抱え

ている者も少なくない。

景気悪化に伴い雇用情勢が悪化する中、雇用の受け皿としての林業への期待が高まっているが、

新規就業者をはじめ林業労働者が抱える様々な不安を解消していかなければ、働きがいの喪失等

により林業労働力の減少・高齢化が更に進行し、将来、森林の適切な管理を通じた国土の保全、

水資源のかん養等の公益的機能の発揮及び木材の安定供給を図っていく上で深刻な影響を及ぼす

ことが懸念される。

２ 林業労働力の確保の促進に関する基本的な方向

林業労働力を確保していくためには、前提として、雇用関係の明確化、雇用の安定化又は他産業

並の労働条件の確保等雇用管理の改善に引き続き努めることが必要であるが、今後は、これらに加

え、森林資源の成熟化や国民の求める多様な森づくりを背景に、林業労働者には生産性の向上等事

業の合理化を図り、安定的な木材供給を支える生産管理能力の向上や「持続可能な森林経営」に関

する高度な知識等が求められることから、林業労働者が林業に定着し、これら高度な能力を身につ

けるのに必要な技術、知識等を習得、蓄積していくことも重要である。

林業への定着には、林業労働者が抱える将来の職業生活における不安を取り除き、満足のいく働

きがいを持たせる必要があることから、経験等に応じた多様なキャリア形成を支援することが重要

である。

また、雇用管理の改善は、事業主の事業の合理化と密接に関連していることから、雇用管理の改

善並びに事業量の安定的確保、高性能林業機械等の導入及びその活用のための林道・作業道の整備

等による事業の合理化を一体的かつ総合的に促進することが必要である。

さらに、このような雇用管理の改善及び事業の合理化の一体的かつ総合的な推進に当たっては、

都道府県知事が地域の実情に応じて指定する林業労働力確保支援センター（以下「支援センター」

という。）及び林業関係者による支援、指導を実施するとともに、雇用管理の改善及び事業の合理

化を推進する意欲及び能力を備え、体制が整備された事業主を都道府県知事が認定し、効果的に支

援措置を実施することが必要である。

なお、都道府県知事が事業主を認定するに当たっては、森林施業を主体として経営の多角化を図

ることにより雇用管理の改善及び事業の合理化を図ろうとする事業主のほか新たに林業に参入する

ため林業労働者を雇用する事業主についても対象とするなど、弾力的に対応することが必要である。

３ 事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業

に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に関する事項



事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業

に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置の実施に当たっては、都道府県知事の認定を受

けた事業主を中心に支援センタ－の活動を通じて、雇用管理の改善及び事業の合理化を一体的に促

進することが必要である。

とりわけ、教育訓練の実施の促進による雇用管理の改善は、林業労働者に満足のいく働きがいを

与え、林業への定着につながることから、支援センター等が行う教育訓練制度、各種研修等の普及

啓発及びキャリア・コンサルティングに対して支援していくことが必要である。

また、機械化等による事業の合理化は、経営規模の脆弱な事業主個々の取組には限界があること、

また、雇用管理の改善は複数の事業主で行うことが効果的な場合も多いことから、個々の事業主の

取組に加え、複数の事業主による共同化、協業化等への取組を支援していくことが必要である。

(1) 事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置

ア 雇用管理の改善を促進するための措置

(ｱ) 雇用管理体制の充実

事業所における雇用管理体制の確立を図るため、常時５人以上の林業労働者を雇用する事

業所においては、雇用管理者の選任に努めるよう普及啓発を促進するとともに、選任された

雇用管理者の資質の向上を図るための研修の受講を促進する。

(ｲ) 雇用関係の明確化

雇用関係の明確化を図るためには、雇入れの主体を明確にすることが必要であり、このた

め、雇入時に事業主の氏名又は名称、雇用期間等を記した雇入通知書の交付に努めるよう普

及啓発を促進する。

また、形式上は請負のような形をとっていても、実態においては事業発注者との間に使用

従属関係が認められる場合には、「労働者」となることについて普及啓発を促進する。

(ｳ) 雇用の安定化

雇用の安定化を図るためには、林業労働者の常用化・月給化を進めることが基本であるが、

それには、常用化・月給化を図ることができる事業量の安定的確保が重要となる。このため、

事業量の安定的確保とあいまって常用化・月給化に努めるよう啓発を促進する。

(ｴ) 労働条件の改善

若年者のニーズに対応するとともに、林業労働を魅力あるものとするため、労働時間の短

縮を促進する。

また、常用化に併せて社会・労働保険への加入促進が図られるよう制度に係る一層の啓発

・指導を推進する。

さらに、労働災害防止計画等を踏まえ、災害が多く発生している伐木作業等における安全

な作業方法の定着等による労働災害の防止、高性能林業機械の導入等による振動機械の操作

時間の短縮、労働強度の軽減等を図り、労働者の安全と健康を確保するとともに、快適な職

場環境の形成を促進する。

(ｵ) 募集・採用の改善

求人に当たっては、的確な求人条件の設定等による効果的な募集活動の実施に努めるとと

もに、求職者へのアピール度を高めるため、支援センターによる委託募集の活用及び合同求

人説明会への参加を促進する。なお、必要な労働者の確保を達成するためには、効果的な募

集活動と他の雇用管理の改善を併せて行うことが重要である。

(ｶ) 教育訓練の充実

日常の業務を通じて必要な知識、技能又は技術を身につけさせる教育訓練（オン・ザ・ジ

ョブ・トレーニング）及び日常の業務から離れて講義を受ける等により必要な知識、技能又

は技術を身につけさせる教育訓練（オフ・ザ・ジョブ・トレーニング）の計画的な実施に努

めるよう啓発を促進する。なお、このような措置を講じるに際しても、個別の事業主のみで

はカリキュラムの策定等ノウハウの面で困難な場合もあることから、支援センター等により

カリキュラムの策定や共同教育訓練の実施、習得された技能及び知識の習熟度合いに関する



相談及び指導を行うことが重要である。

(ｷ) 高年齢労働者の活躍の促進

技能の継承を円滑に進めるためにも、高度な熟練労働者である高年齢者の活躍が不可欠で

ある。このため定年の引上げや継続雇用制度導入等の措置の義務付けについて一層の周知・

指導を徹底するとともに、高年齢労働者の特性に配慮した作業方法の見直し、安全衛生対策

及び新規就業者の技術指導方法の開発等に取り組む。

(ｸ) その他の雇用管理の改善

魅力ある職場づくりのため、林業退職金共済制度等中小企業退職金共済制度への加入促進

を図るなど、福利厚生の充実等を促進する。

なお、林業労働者の職業意欲の向上に資するため、労働者に対する昇進・昇格及び配置の

モデルの提示等職業生活の将来設計モデルの明確化に努めることが重要である。

イ 事業の合理化を促進するための措置

(ｱ) 事業量の安定的確保

事業主が事業の合理化を進めるためには、事業量の安定的確保を図ることが必要である。

しかしながら、我が国の私有林の小規模・零細な所有規模では、個々の森林所有者等が単独

で効率的な施業を実施することは困難であるため、事業主による施業の集約化を推進するこ

とが必要である。

このため、施業意欲が低下している森林所有者等に対し施業の方針や事業を実施した場合

の収支を明らかにしたデータなどを提示しつつ、事業主が積極的に森林施業の実施を働きか

け、また、効率的な施業を実施することができる人材の育成を促進する。

また、国有林野事業は、事業主の経営の安定化及び林業労働者の雇用の安定化に資する観

点から、計画的、安定的な事業の発注に努める。

なお、事業量の安定的確保に当たっては、その前提として、林業労働力の確保の促進に関

する法律とともに、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通に関する暫定措置法（昭

和54年法律第54号）及び木材の安定供給の確保に関する特別措置法（平成8年法律第47号）

に基づき、川上から川下に至る安定的な木材の供給体制を構築するとともに、木材の需要拡

大を図り、林業・木材産業の活性化に努める。

(ｲ) 生産性の向上

生産性の向上を図るためには、高性能林業機械等の普及による森林施業の機械化が不可欠

であり、また、この機械化は、生産性の向上に加えて労働強度の軽減、労働安全衛生の確保、

労働力確保のためのイメージアップ及び林業への女性の参画にも資するものである。

このため、我が国の地形、経営規模等に一層適応した高性能林業機械の開発及び改良を促

進するほか、リース・レンタル体制の整備等林業機械の導入促進措置の実施に加え、地域に

適した作業システムの普及定着、林道等の生産基盤の整備等を促進する。

特に、路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト作業システムの整備に必要な人材の

育成に向けた取組を推進する。

(ｳ) 林業労働者のキャリア形成支援

新規就業者に行う教育訓練として、森林の多面的機能や森林の整備・保全の重要性等を理

解させるとともに、安全な作業方法が習得できるよう、林業就業に必要な基本的な知識や技

術・技能の習得に関する研修を促進する。

次に、一定程度の経験を有する現場管理責任者への教育訓練として、作業システムや路網

の設計、生産管理及び林業機械整備等の生産性の向上に必要な知識や技術、技能の習得に関

する研修のほか、新規就業者への指導能力の向上を図る研修を促進する。

さらに、複数の現場管理責任者を統括する者への教育訓練として、利害関係者との合意形

成やこれを踏まえた事業計画の作成等、持続可能な森林経営に必要な知識や技術、技能の習

得に関する研修を促進する。

このような段階的かつ体系的な教育訓練を通じ、生産性の向上など事業の合理化を図り、



能力に応じた所得の確保を促進し、林業労働者の職業生活に対する不安を取り除くとともに、

林業労働者が高い意欲と能力を発揮できるよう研修への受講を促進する。

また、これらの研修を修了した者の登録制度については、林業労働者自らの目標になると

ともに、事業主にとっては労働者の能力評価にも資することから、事業主が待遇の改善等と

一体的に取り組めるよう、その運用に努める。

(2) 新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置

事業主等への新規就業を促進するため、新たに林業に就業しようとする者について、研修、移

転等の就業準備に要する資金である林業就業促進資金を貸し付けるとともに、林業及び林業労働

についての啓発、雇用情報の提供体制の整備、支援センターが行う委託募集の効果的活用、就業

に必要な林業技術等に関する研修の実施等の就業に至るまでの一連の支援措置を促進する。

また、定住促進を図るため、地方公共団体が行う住宅、教育及び医療等への支援に関する情報

の提供を促進する。

４ その他林業労働力の確保の促進に関する重要事項

(1) 林業労働力の確保の促進に関する基本計画策定における関係者の意見の聴取

都道府県知事は、林業労働力の確保の促進に関する基本計画を策定するに当たり、地域の林業

労働力の状況及び問題点に的確に対処するため、幅広く林業を始めとする関係者からの意見を聴

取するよう努める。

(2) 支援センターの業務運営

支援センターの業務の運営に当たっては、その円滑な運営が図られるよう、国、都道府県はも

とより、市町村、森林組合等の関係機関が密接な連携・協力を行うよう努める。

また、都道府県知事が支援センターを指定するに当たっては、流域管理システムの推進及び利

用者の利便性の確保の観点から、効果的な事業運営が確保できるよう配慮する。

(3) 山村地域の活性化及び定住条件の整備

多様な就業機会の確保を通じた山村地域の活性化を図るため、基幹的産業である林業・木材産

業の振興、木質バイオマス等の未利用資源を活用した産業の育成、特産物の開発など森林資源を

活用した新たなビジネスの創出等に努める。

また、新規参入者等の山村地域への定着を図るため、山村地域における定住条件の整備、特に、

林業における魅力ある職場づくりに加えて居住環境の整備に努める。

(4) 森林・林業や山村に対する国民の理解の促進

森林に対する国民の関心が高まりを見せている中、各地で森林の整備・保全活動に参加する層

が増加している。このような取組の促進を通じて、森林の整備・保全活動についての国民の理解

の向上に努める。

また、広報活動、学校教育等あらゆる機会を通じ、森林・林業や山村が国民生活の維持向上に

果たしている多面的な役割及びこれらの役割を支えている林業労働の重要性について国民の関心

及び理解を深める。

特に、山村地域は、森林等の豊富な自然、美しい景観、都市部にない伝統・文化やコミュニテ

ィ機能など特有の魅力を有しており、国民の価値観・ライフスタイルの多様化に応える観点から

も、山村と都市との交流や山村への定住の促進に努める。

(5) 林業研究グループや教育機関等による支援の促進

林業経営を担うべき人材を育成・確保するため、林業事業体の経営者や地域のリーダーとなり

得る森林所有者等で組織する林業研究グループ等が、森林・林業関係学科の高校生や大学生、新

規参入者等に対して行う就業体験・林業経営指導、地域社会への定着促進活動及び地域の事業主

に対して行う交流活動等への支援を推進する。また、高度な林業技術を有する大学をはじめとす

る教育機関等が事業主や林業労働者に対して行う学習機会の提供や現地での指導等への支援を通

じて、技術の一層の高度化を促進する。

(6) 建設業等異業種との連携促進

森林組合、素材生産業者等の事業主と建設業等の事業主が連携しながら、間伐促進のための路



網整備、建設工事における間伐材利用や、地域材を活用した住宅づくりなど用途開拓や需要拡大

等の取組を進めることは、事業量の確保や雇用の創出につながることから、地域の林業と建設業

等異業種とが連携した取組を、労働者の職業能力開発、安全と健康の確保等に配慮しつつ、積極

的に推進する。


